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                                   平成 28 年 8 月 8 日 

各 位 

                     上場会社名     株 式 会 社    郷 鉄 工 所  

                     代表者名        代表取締役社長  長瀬 隆雄 

                      （コード番号 ６３９７）     

                     問合せ先責任者   常務執行役員   若山 浩人 

                      （ＴＥＬ. ０５２-５８６－１１２３） 

 

       当社一部事業の廃止及び固定資産の譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、平成 28年 8月 8日開催の取締役会において、ライニング製品事業のうち配管事業を廃止す

ること及び配管事業の固定資産を譲渡することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたし

ます。 

 

記 

 

 １．事業廃止及び固定資産譲渡の理由 

    当社は、かねてから経営資源の選択と集中による経営の効率化を検討して参りましたが、その

観点からライニング製品事業(タンク事業と配管事業があります)のうち配管事業につきまして、

委託元である日本バルカー工業株式会社と協議の結果、本日の取締役会にて事業の廃止及び関連

固定資産の譲渡を決定いたしました。 

配管事業の廃止にあたり、当社が保有する関連機械設備及び棚卸資産等につきましては、日本

バルカー工業株式会社へ譲渡し、物件引渡日以降は日本バルカー工業株式会社のグループ内にて

事業を継続する事となります。 

 

 ２．廃止事業の概要 

   (1)配管事業の概要 

    日本バルカー工業株式会社の委託を受けてふっ素樹脂ライニング配管を製造し、その全量を同

社及び同社関係会社へ販売しております。 

 

   (2)配管事業の経営成績(平成 28 年 3 月期通期実績)            単位:百万円 

 配管事業 

A 

連結実績 

B 

比率 

(A/B)% 

売上高 698 3,831 18.2 

売上総利益 73 306 23.8 

営業利益 50 △699 － 

経常利益 50 △751 － 
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      (3)配管事業に属する資産等及び従業員の取扱い 

    配管事業に関する設備(機械、車両等)及び棚卸在庫(原材料、仕掛品)につきましては、日本バ

ルカー工業株式会社へ譲渡いたします。また、配管事業に関わる従業員 21 名(パート 1 名含む)

のほとんどは、事業を引継ぐ日本バルカー工業株式会社の関係会社にて雇用の予定であります。 

 

 ３．事業廃止及び資産譲渡の日程 

   ①取締役会決議日   平成 28年８月８日 

   ②契約締結日     平成 28年８月９日 

   ③事業廃止日     平成 28年８月９日 

   ④固定資産引渡    平成 28年８月 10日 

 

 ４．譲渡資産の内容 

資産の内容 帳簿価額 譲渡価額 譲渡益 譲渡前の使途 

配管事業用設備資産、材料

及び在庫等棚卸資産、技術

的情報 

138百万円 263百万円 125百万円 生産設備及び在庫 

  ・上記価額は概算価額であります。 

 

 ５．譲渡先の概要 

(1)名称 日本バルカー工業株式会社 

(2)所在地 東京都品川区大崎二丁目 1番 1号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役 瀧澤利一 

(4)事業の内容 シール製品及び工業用部品の製造販売 

(5)資本金 13,957百万円(平成 28年 3月 31日現在) 

(6)設立年月日 昭和 7年 4月 8日 

(7)純資産 23,962百万円(平成 28年 3月 31日現在) 

(8)総資産 36,036百万円(平成 28年 3月 31日現在) 

(9)大株主及び持株比率 日本トラスティー・サービス信託銀行株式会社(信託口) 9.03% 

(10)当社との関係 資本関係 当社の株式を 1,165千株所有しております 

(平成 28年 6月 20日現在) 

人的関係 当社の配管事業に 2名出向をしております 

取引関係 ライニング製品の購入及び販売 

 

 ６．今後の見通し 

    一部事業の廃止及び固定資産の譲渡(従業員の移籍を含む)による平成 29 年３月期の業績に与

える影響等につきましては、配管事業の廃止に伴う売上高及び売上総利益の減少、固定資産の譲

渡による売却損益、ライニング配管製品の設計・生産に関する技術的情報代の利益、従業員退職
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による一時金支給による費用発生等が想定され、現在精査中であるため、固定資産等譲渡益 125

百万円は生じますが、その会計処理も含めて、判明次第開示をいたします。 

 

以上 


